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１．研究計画の概要 
ローカルからグローバルまでの社会の様々
なレベルで発生する環境問題を巡っての紛
争は関係者・当事者の間の利害や価値観の深
刻な対立を不可避的に内包するものである
だけに、その「解決」は一般に民主主義の政
治手続による妥協や調整という形をとるし、
またそのようなものであらざるを得ない。そ
の意味で環境ガバナンスは民主主義の政治
過程を前提にして初めて成立し得るのであ
るが、この環境ガバナンスにおいては、民主
主義の「病理」（社会の複雑化や科学技術の
進展に伴う専門家支配のリスク、特権的利益
団体の不相応に大きな政治的影響力、
NIMBY、政治的決定に加わることができな
いヒトやモノの「利益」への十分な配慮の欠
如、など）がひときわ尖鋭に顕れる。本研究
は、民主主義の「病理」を直視・分析し、そ
の克服のためにこれまでに提起されてきた
多種多様な処方箋が、環境ガバナンスの観点
からみてどこまで有効であるかを実証的に
検証するとともに、堅牢な環境ガバナンスの
構築を可能ならしめる民主主義の理念と制
度のありようを探求しようとするものであ
る。 

 
２．研究の進捗状況 
上記の研究目的を達成するため、①先行文献
の分析・評価、②様々なレベルや種類の環境
問題に取り組んできた内外の政治家、行政職
員、NPO/NGO 主宰者等への聞き取り調査、
③（内外の）環境ガバナンスの成功事例と失
敗事例の調査・分析、④計 2 回程度の国際シ

ンポジウム、⑤他の研究班との共同研究会や
班独自の研究会、等を精力的に実施し、その
中間的研究成果を平成 20 年度末までにアク
セスの容易な市販の研究書として刊行し、さ
らに平成 21 年度以降はテーマを一層絞り込
んだ、そして制度や政策のありようについて
の具体的な提言を目指す共同研究を実施し、
その成果を平成 23 年度末までに英文論文集
として刊行する――以上が、当初計画書（平
成 18 年度発足特定領域研究 持続可能な発
展の重層的環境ガバナンス）に記載した研究
計画の概要である。 
（１）中間的成果については当初 1 冊の研究
書として刊行の予定であったが、内容の充実
を期すため、①持続可能な発展の重層的環境
ガバナンスに資する民主主義の理念と制度
のありようを理論的に検討・考察しようとす
る研究書と、②環境ガバナンスの国際比較を
通して、環境ガバナンスと民主主義の関係
（どのような民主主義の下でどのような環
境ガバナンスが展開されているか）を実証的
に検討・解明しようとするものの、二本立て
で取り組むこととなった。①については本年
1 月末に出版社に入稿済みであるが、②につ
いては刊行が半年ほどずれ込む予定である。 
（２）英文論文集については、環境ガバナン
スにおける専門家の役割に着目して分析・考
察を行うことになり、本格的研究に着手した
ところである。  
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
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追加的に刊行することとなった比較環境ガ
バナンス関連の研究書の刊行が若干遅れて
いることを除けば、当初計画していた事業は
すべて順調に実施されている。 
 
４．今後の研究の推進方策 
（１）環境ガバナンスのパフォーマンス（成
功ないし失敗のレベル）を比較するための基
本的な視点（基準）の提示を目指す研究書を
平成 21 年中に刊行する。そのための最終打
ち合わせを兼ねたミニ国際シンポジウムを
平成 21 年夏に開催する。 
（２）民主主義の政策過程（より特殊的には
環境ガバナンス）における専門家の役割とい
う、世界的にもほとんど研究蓄積がないテー
マにチャレンジする英文研究書を平成 23 年
度末までに刊行することを目指して、研究会
を実施するとともに、この点に特化した調査
を平成 21 年度から平成 22 年度にかけて、大
戸川ダムの建設是非を巡る関係アクター、諫
早湾干拓を巡る紛争、EU 特にドイツとアメリ
カを対象として、実施する。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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